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第１３期東京都生涯学習審議会
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１ 開会

２ 議事
東京都の地域教育プラットフォームの課題整理

３   今後の予定

４ 閉会
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第２回全体会 次第



本日の審議事項
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東京都の地域教育プラットフォームの課題整理

■ 地域教育推進ネットワーク東京都協議会（本日）

□ インクルーシブな学び東京コンソーシアム（第３回）



東京都の地域教育
プラットフォーム

【生涯学習の事業基盤】

共生社会の
実現に向け
た多様な主
体との連携
協働

地域と学校
の連携協働

4
これからの東京の地域教育の在り方について

互いに認め合い、

支え合う多様性に
富んだ社会の実現

人や地域のつながり
を強化し、
Communityを活性化

社会全体の力を
生かした「学び」

教育のインクルー
ジョンの推進

家庭、地域・社会
と学校とが
連携協働する
教育活動の推進

「未来の東京」戦略
2024

東京都教育ビジョン
（第５次）
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計画等

審議事項

東京都の政策における審議事項の位置づけ①（第１回審議会資料）



東京都の地域教育
プラットフォーム

【生涯学習の事業基盤】

共生社会の
実現に向け
た多様な主
体との連携
協働

地域と学校
の連携協働

5これからの東京の地域教育の在り方について

多様なコミュニティが
人々の支え合いを創出

地域コミュニティの重要
性に改めて光を当てる

２０５０東京戦略
東京都教育
施策大綱

地
域
教
育
推
進
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

東
京
都
協
議
会

イ
ン
ク
ル
ー
シ
ブ
な
学
び

東
京
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

計画等

審議事項

東京都の政策における審議事項の位置づけ② 令和７年３月

学びのあり方を東京
から改革し、社会の変
化に柔軟に対応でき
る「新たな教育のスタ
イル」により、自分らし
く成長できる自由で多
様な学びが展開

子供たちが、学校内
外での学びが、社会
や自分の将来とどの
ようにつながっている
かを意識し、学びの
意義や意味を実感で
きる

ビジョン08 コミュニティ

多様性を原動力として、
東京が更なる飛躍を遂
げる

共生社会の実現に向け
た取組を一層推進し、
ありたい自分の実現を
後押し

ビジョン08 コミュニティ

ビジョン09 共生社会

ビジョン09 共生社会

２０５０年代の東京の姿

東京の目指す教育



6

東京都の新たな政策① 令和７年３月
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14《子供版》

《やさしいことば版》

東京都の新たな政策② 令和７年３月
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これからの東京の地域教育の在り方について

地域教育推進ネットワーク
東京都協議会

計画等

審議事項

審議の枠組みについて

・地域と学校の連携協働

インクルーシブな学び
東京コンソーシアム

・共生社会の実現に向けた多様な
主体との連携協働

東京都の地域教育プラットフォーム

【検討の方向】
① 東京都の地域教育が約20年展開してきた学校を核とした地
域学校協働活動と、企業やNPO等の多様な主体による広域的な
活動をより一層推進する方策を検討する。

② 東京都の地域教育プラットフォームである「地域教育推進
ネットワーク東京都協議会」と「インクルーシブな学び東京コ
ンソーシアム」それぞれの成果と課題を踏まえた今後の在り方
を検討する。

【第13期生涯審で御意見を
頂きたいこと】

東京都の政策に掲げられた考
え方を、２つの地域教育プ
ラットフォームを通してどの
ように具現化していくか？

「未来の東京」戦略
2024

東京都教育ビジョン
（第５次）

２０５０東京戦略
東京都教育
施策大綱



本日の審議事項（再掲）
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東京都の地域教育プラットフォームの課題整理

■ 地域教育推進ネットワーク東京都協議会（本日）

□ インクルーシブな学び東京コンソーシアム（第３回）
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地域教育プラットフォーム構想までの東京都の社会教育施策の変遷①

成人を対象とした生涯学習・社会教育施策の展開

年（西暦） 都の社会教育施策をめぐる動き
昭和55(1980)年７月 都政としてはじめて「生涯教育」という用語が使用される

（『マイタウン東京構想コミュニティ部会報告』）

昭和60(1985)年１月 都知事を本部長とする「東京都生涯教育推進本部」が設置される
（事務局：教育庁社会教育部計画課）※全庁的調整の事務局が教育庁に設置

昭和61(1986)年４月 臨時教育審議会第二次答申「生涯学習体系への移行」

10月 東京都生涯教育推進懇談会報告「東京都における生涯教育推進のための学校教育」
（事務局：指導部指導企画課）

昭和62(1987)年６月 『東京都生涯学習推進計画ー東京における学習社会の実現をめざして』
平成元(1989)年12月 「東京都生涯学習推進本部」設置
平成２(1990)年６月 生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律成立

８月 国・生涯学習審議会発足
教育庁社会教育部を生涯学習部に改組

平成４(1992)年４月 東京都生涯学習審議会条例施行

平成６(1994)年６月 第１期東京都生涯学習審議会答申
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地域教育プラットフォーム構想までの東京都の社会教育施策の変遷②

学校教育を支援・補完する社会教育行政へ

年（西暦） 都の社会教育施策をめぐる動き
平成８(1996)年 「東京都行政改革大綱」「東京都財政健全化計画」

平成13(2001)年３月 東京都五日市青年の家閉所
（以後、2005年３月までに青年の家７所の廃止）

平成14(2002)年３月 文化行政の一元化（教育庁文化振興事業を生活文化局に移管、教育庁文化課廃止）
東京都生涯学習センター廃止、都立多摩社会教育会館事業係の廃止

 ４月 「地域教育サポート・ネット」事業施策化
（杉並区、板橋区、足立区、立川市、小平市）

平成15(2003)年３月 中教審答申「新しい時代にふさわしい教育基本法と教育振興基本計画の在り方に
ついて」学校・家庭・地域社会の連携・協働が重要と言及

 ５月 第５期東京都生涯学習審議会発足

平成17(2005)年１月 第５期東京都生涯学習審議会答申による『地域教育プラットフォーム構想』

８月 地域教育推進ネットワーク東京都協議会発足



地域教育プラットフォーム構想のはじまり（第５期答申）
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一定規模の「地域（エリア）」

地域教育プラットフォーム
企業・大学・ＮＰＯ等「外部」の専門的教育力

地 域

学 校

家 庭

学校教育
領域

社会教育
領域

学社融合
領域

地域教育プラットフォーム

※ ｢地域教育プラットフォーム｣という名称は､平成11年2月に施行された｢新事業創出促進法｣に基づいて提案された､｢地域プラット
フォーム｣(地域資源を活用した新事業創出を目的とした産業支援機関､大学､自治体などの事業創造支援のネットワークを指す｡)この
考え方を教育の分野に適用しようとしたものである｡
※「地域（エリア）」の基本単位 ⇒ 複数の中学校区が連携した地域を設定

学校・家庭・地域の教育力を再構築するためのしくみ

◆イメージ図 ◆教育行政の新たな施策枠組みとして
「学社融合領域」の方向性を整理

具体化させるためのシステム

〔もたらされる効果〕
①子ども・若者の育成に必要なサービスやサポートをワンストップ

で提供
②学校が積極的に参加することを通じた地域における「家庭教育」
「学校外教育」との有機的な連携

③学校のニーズに応じ、地域や地域を超えた外部にある多様な資
源（リソース）を的確に学校へ提供することを通じて学校教育の
バリエーションを広げる

④地域と学校が連携することで、学校で学習した内容の「補充」、
「発展」、「深化」、「応用」の機会を地域の側で用意

⑤ボランティア活動や職業体験活動といった「学校外で取り組んだ
方がより効果的な教育活動」を地域の協力を得て効果的に実施
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重層的なプラットフォーム ①学校レベル ②区市町村レベル ③都レベル

地域教育プラットフォームの概念図（第６期建議）
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第５期東京都生涯学習審議会答申「子ども・若者の『次代を担う力』を育むための教育施策のあり方について
〜『地域教育プラットフォーム』構想を推進するための教育行政の役割〜」（平成17年1月）より抜粋

「地域教育プラットフォーム」の全都的展開を図る上で、
都教育委員会に期待される役割

★施策案６ 教員対象研修、教員への意識啓発の実施

★施策案５ 「地域教育プラットフォーム」の中核となるコーディネーターの養成及びスキル
アップ

★施策案２ 区市町村教育委員会と連携・協力した「地域教育プラットフォーム」づくりモデ
ル事業の実施
★施策案３ 都教育委員会における社会教育主事と指導主事の連携による（「地域教育プラッ
トフォーム」づくりや学社融合のための）区市町村教育委員会への指導・助言機能の充実
★施策案４ 都立学校の「地域教育プラットフォーム」への参加促進

★施策案１ 東京都「地域教育」推進ネットワーク協議会（仮称）の設置

（１）企業や大学等の有する専門的教育力を積極的に活用するためのしくみづくり

(２)「地域教育プラットフォームづくり」に向けた支援及び助言

（３）優秀なコーディネーターの確保、養成、スキルアップ

（４）教員の資質向上（職業能力開発）への支援
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（１）企業や大学等の有する専門的教育力を積極的に活用するためのしくみづくり
①（賛同）会員団体（＝プログラム提供団体）

地域教育推進ネットワーク東京都協議会の成果①

第６期東京都生涯学習審議会建議「東京都におけるこれからの地域教育の具体的方策について〜子どもたちによりよい教育環境を提供するために〜



27
◆各年４月１日現在
※平成18年度から平成21年度までは団体内訳の統計なし ※団体数は累計（退会申し出があった場合を除く）

② 会員団体の推移地域教育推進ネットワーク東京都協議会会員団体数の推移



28

(２)「地域教育プラットフォームづくり」に向けた支援及び助言
① 区市町村における具体的な施策

地域教育推進ネットワーク東京都協議会の成果②

【出典】2014年当時のリーフレット



29【出典】2014年当時のリーフレット



30【出典】2014年当時のリーフレット



31【出典】『地域学校協働活動推進ハンドブック〜令和６年度東京都地域学校協働活動推進事業（地域未来塾含む）報告書』15頁
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（３）優秀なコーディネーターの確保、養成、スキルアップ
地域教育推進ネットワーク東京都協議会の成果③

① 実施地区増加に伴う地域コーディネーター
  （地域学校協働活動推進員）の配置増

【出典】『地域学校協働活動推進ハンドブック〜令和６年度東京都地域学校協働活動推進事業（地域未来塾含む）報告書』11頁
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② 統括コーディネーター（統括的な地域学校協働活動推進員）の配置促進
 による域内地域コーディネーターの確保、養成、スキルアップ等へ

【出典】『地域学校協働活動推進ハンドブック〜令和６年度東京都地域学校協働活動推進事業（地域未来塾含む）報告書』38頁
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（２）「地域教育プラットフォーム」づくりに向けた支援及び助言
地域教育推進ネットワーク東京都協議会の成果④

② 都立高校における具体的な施策
※（４）教員の資質向上の支援 ① 教員対象研修、教員の意識啓発の実施

◆ 「都立高校生の社会的・職業的自立支援教育プログラム」事業

※提示プログラム数は有料プログラム数

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度H31年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実   施   校   数 30 51 138 138 142 142 138 111 138 139 151 151
団  体  数 33 41 52 55 58 58 56 51 59 54 61 68
提示プログラム数 69 84 104 118 102 107 121 101 127 123 165 194
実施プログラム数

（延べ）
136 263 552 617 713 818 882 513 486 556 912 816

0
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（１）多様な専門的な教育プログラムを持つ
企業やＮＰＯ等にとって都教委における窓口

（２）都立高校における教育プログラムの活用の
コーディネート

（３）区市町村における地域コーディネーターへの支援
（統括コーディネーター等を通じた

教育プログラムに関する情報提供）

地域教育推進ネットワーク東京都協議会の成果と現在



地域教育推進ネットワーク東京都協議会の現在の概念図

36

・未来きらめきプロジェ
クト

企業

大学

NPO

文化
団体

スポーツ
団体

地域教育推進ネットワーク
東京都協議会

都立学校

小・中学校
（地域学校協働本部）

教育プログラムの効果的な活用
新たな教育コンテンツを提供
＜プログラムアドバイザーの配置＞

地域住民と企業等の
協議の場を設定

＜フォーラムの開催＞
・地域学校協働活動推進フォーラム/コ
ミュニティ・スクール推進フォーラム

地域・企業等と学校をつなぐ
人材のスキルアップ支援

＜コーディネーター研修の企画・実施＞

HP、広報誌等による取組の紹介

学校教育活動への支援
・総合的な学習の時間、教科
・キャリア教育

放課後活動等への支援
・放課後子供教室
・地域未来塾
・未来きらめきプロジェクト

都立高校
・都独自教科「人間と社会」
・キャリア教育
・社会的・職業的自立支援教育
プログラム

・総合学科におけるＮＰＯと連携
した社会人基礎力向上事業

放課後活動等への支援
・特別支援学校放課後子供教室
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地域教育推進ネットワーク東京都協議会の主な課題

（１）活用（導入）可能な多様な教育プログラムの継続的なアップデートについて

（２）区市町村（小中学校）における教育プログラムの活用促進に向けた
効果的な支援について

（３）都立高校における教育プログラム活用に関する
コーディネート機能の強化について

◆ 生涯学習課が実施する事業に協力する団体数（令和６年度）

※重複あり

団体数 プログラム数

『地域学校協働活動推進フォーラム/コミュニティ・スクール推進フォーラム資料集』教育プログラム掲載 49 49
未来きらめきプロジェクト（不登校児童・生徒に向けた体験活動） 5 ー

都立高校生の社会的・職業的自立支援教育プログラム 68 194
総合学科におけるＮＰＯと連携した社会人基礎力向上事業 2 ー

実施事業名
小中学校対象

都立高校対象


